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翻訳 ロナルド・コース著「費用の本質」
上真寛
凡例
-本稿は， Ronald Harry Coase， "The Nature of Costs，" in David Solomons (edよStudies
in Cost Analysis， London: Sweet and Maxwell， 1968 (The second edition of Studies in 
Costing， 1952)の翻訳である。これは会計士向けに書かれた連載 (RonaldHarry Coase， 
“Business Organization and the Accountant，" The Accountant， London， October 
1-December 17， 1938) の短縮版であり，全 12 回のうち 4~7 回目と 9 回目の内容の一部
を抜粋したものが，最小限の加筆によって整序されている。
-題目の“TheNature of Costs"は，同著者による「企業の本質J(“The Nature of the Firm，" 
Economica， New Series， Vol. 4， No. 16， pp.386-405， 1937. Reprinted in The Firm， the 
Market， and the Law， Chicago: University of Chicago Press， 1988， Chapter 2.宮沢健一，
後藤晃，藤垣芳文訳「企業の本質Jr企業・市場・法J東洋経済新報社， 1992年，第2
章所収)に倣って「費用の本質」と訳した。「企業の本質」は市場と企業の境界の問題， r費
用の本質」は生産費用(製造原価)の問題を論じているが，いずれの論文も機会費用の
概念に基づき，限界における代替の観点、から問題の本質を捉えようとしている点に特徴
治宝ある。
・原文中の引用符は rJで示し，引用符の付いた語句と人名には()で原語を付した0
.原文中のイタリック体による強調箇所には黒丸の傍点を付した。
-以下の脚注はすべて原著者による注であり，訳者による補いは()で示されている。
15 
費用の本質ω
R.H.コ}ス(2)
費用の本質が議論に値するのは，そこから派生する間接的な特徴が困難を引き起こし易いか
らである。この論文で使われることになる費用の観念は， r機会」費用(“opportunity"cost) 
あるいは「代替」費用(“alternative"cost)の観念である。どんなことであれそれを行うこと
の費用は.仮にその特定の意思決定がなされなかった場合に得られたであろう受取額からなる。
ある特定の活動方針が「費用に値しないJ(not worth the cost)と誰かが言う場合，これはた
だ彼が何らかの他の方針の方を選好するーーもし彼がそれを行わなければ，貨幣的か非貨幣的
かを問わず，その個人の受取額が大きくなるであろうーーということを意味するにすぎない。
この特定の費用概念は，ビジネス問題の解決において役に立つ唯一の概念であるように思われ
るーーなぜなら，それはビジネスマンに対して聞かれている代替的な活動方針に注意を集1'1:.さ
せるからである。彼が自分に対して聞かれているさまざまな活動方針から，彼の利潤を最大化
するものを選び出す場合にのみ，費用は埋め合わされるであろう。費用を埋め合わせることと
利潤を最大化することは，本質的には同一の現象を表現する2つの方法である。実際のところ，
おそらく，どんなことであれ何かを行うことの費用は，聞かれているすべての代替肢であると
暖昧にみなすよりも，得られたかもしれない最も高い代替的な受取額とみなす方が良い。後ほ
ど例を用いて，採用されるかもしれない他の概念と比べた場合のこの概念の有用性を示そう。
このように解釈された場合の費用のいくつかの特徴に留意すべきである。第一に，費用は必
ずしも支払いと同一で、はない。原価計算士によって開示される「原価J(“costs")を「機会費用」
(“opportunity cost") とまったく異なるものにするのは，この事実であるーーというのも，原
価計算方法は，生産のために行われたすべての支払いを「回収J(“recover")するように作ら
れていると思われるからである。この点は，ある特定の機械を一定の目的のために使うことの
費用を考慮することによって説明できる(3)。原価計算士は，おそらく.彼らが採用する特定の
(1) この論文は，元々 ， 1938年10月1日から 12月17日まで，ロンドンの TheAccountant誌に「ピ
ジネス組織と会計士J(“Business Organization and the Accountant")という題目で掲載された一
連の記事の一部である。許可を得てわずかに改編し転載している。
(2 ) シカゴ大学，経済学教授〔当時〕
(3 ) 機械の耐周期間はその使用量から独立であると仮定されている。これがそうではない場合に生じ
る複雑さは後で論じられるであろう。
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減価償却の方法しだいで異なる答えを出すであろう。しかしながら，この問題に対する答えは，
もし費用が機会費用として角平釈されれば，極めて単純かっ明確である。その機械を使用するこ
との費用は，その機械を何らかの代替的な用途で使うことにより得られうる最も高い受取額で
ある。これはどのような数字でもよいし機械の原価と特定の関係をもっ必要もまったくない。
言及しなければならないもう 1つの点は，ビジネス上の意思決定が関わる場合の，機会費用概
念の先見的な性格である。過去を振り返って見ることは 教訓としての場合を除けば無用であ
る。もちろん，人はもっと賢い意思決定をしたかもしれないしこの意味において費用は埋め
合わされていないと言うことができる。しかしその用語をこのように用いることは，あまり
有用でLあるようには思われないーーというのも，ジェボンズ ((W.SJ Jevons)が我々に気づ
かせたように， ['過ぎ去ったことは永遠に過ぎ去ったこと」だからである。あるピジネスマン
に対して聞かれている唯一の方針は，彼が自由に使える知識を前提として最善の選択をするこ
とであり，この仕事において，私は機会費用の概念が相当に役に立ちうることを示したい。
「機会」費用または「代替」費用の概念の意味を説明したので，ここでそれをビジネス問題
の解決に応用するという問題に移る。仮定されるのは，ある特定の仕事を承諾して採算がとれ
るような最低限の価格を計算する試みがなされているということである。この最低限の価格
は， もちろん，その仕事の回避可能費用の総計である。この回避可能費用の総計を算定する中
で，費用項目である原材料，減価償却，資本利子の計算は，そのような問題の解決の中で「機
会」費用概念を用いる例とみなされるであろう。私が述べなければならないことの多くは自明
に思われるかもしれないが，より複雑な問題の考察へと進む前に，単純な事柄に関して合意を
得ておく必要がある。
原材料の費用
原材料が未だ購入されていない仕事のための原材料の費用の確定は単純である。それは原材
料の購入に費やされる貨幣の見積額である。これは「機会」費用概念と厳密に一致するーーな
ぜなら，もしその原材料が購入されなければ，その額の貨幣がそのビジネスにとって利用可能
となるからである。しかしながら， もし使われる原材料が在庫から取り出きれなければならな
いならば， もっと困難な問題が生じる。それらを使うことの費用とは何か。普通の原価計算の
教科書の中には，原材料・の原価を計算する複数の方法が見られる。これを在庫の最も古い部分
に支払われた額であるとみなす方法がある。これを計算する別の方法は，既存の在庫に支払わ
れた平均額を発見することであり，明らかに時には原材料が払い出される時の市場佃i絡が使わ
れている。さらに別の方法は最も高い価格の在庫に支払われた額を基礎とすることである。そ
れに読者は知ることになるが，このリストは網羅的でない。一部の著者は，それらの数字が見
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積もりのために使われるべきではないと明確に指摘している。しかしながら，見積もられる価
格がある程度まで需要条件に依存しなければならないということが意図されているか否か，つ
まり，これらの原価計算方法があるビジネスが仕事を引き受けて採算がとれるような最低限の
価格を与えるか否かということは，必ずしもはっきりと明らかではない。一部の著者一一たと
えば，原価計算方法によって採算のとれないラインを取り除くことが可能になると主張する
人々一ーは，それが達成される最低限の価格であり， したがって，これらの方法がその必要と
されている数字を与えるか否かを考えることが必要で、あるとほのめかしているように思われる。
我々の狙いは，回避可能費用の総計の計算が行われている時に，原材料の費用にどのような
考慮がなされなければならないかを発見することである。「機会J費用概念が採用される場介，
問われなければならない問題は，もし原材料をこの仕事に使わなければ，それをどうするであ
ろうか，ということである。それは販売されるか，あるいは，何らかの他の仕事に使われるで
あろう。したがって，その原材料を使うことの費用は.(1)販売された場合の価格から販売費用
を減じた額，あるいは.(2)もしその原材料が何らかの他の仕事で使われれば回避されるであろ
う経費，すなわち，原材料に対して行われたであろう支払いから既存の原材料を必要になるま
で保有することの費用を減じた額である (4)。これら 2つの額のどちらでも大きい方が，その原
材料を使うことの費用とみなされてよい。
今展開したばかりの命題をここで例を用いて説明しよう。まず，ある会社が特定の原材料が
トンあたり.f1Oで供給される長期契約を結んでおり，各年，最低限の量として1.000トンが買
われることが合意されていると仮定しよう。また，消費される原材料の量が，実際には 1.000
トンよりも僅かに少ないと仮定しよう。その原材料を使うことの費用はいくらであろうか。今
述べたように，消費される量が1.000トンよりも少ないので，生産のために利用可能な原材料・
が常に存在することになる。したがって，原材料がこの仕事のために使われていない場合に
〔その会社の〕別の仕事でそれを使うという可能性は生じない。したがって，原材料の「機会」
費用は，公開市場における価格から販売の費用を減じた額か，あるいはもしこれがより高けれ
ば. .f1Oから供給業者が承諾するであろう金額を減じた額，あるいは.f1Oに供給業者がその
契約を取っておくために支払うであろう金額を加えた額に違いない。
ある原材料について固定価格で長期契約を結ぶことが，その原材料の費用における変動を何
らかの意味で回避するという考え(通例の原価計算方法の多くの研究から確実に導き出される
(4 ) その他の仕事は，後日に行われる類似の仕事か，あるいは，まったく異なる性格の仕事かもしれ
ない。移される原材料は，実際にはあまり高くないものかもしれない。差しヲ|かれなければならな
いかもしれないもう lつの費用は，その原材料をそれが他の仕事で必要とされる際の形態に変形す
ることの経費である。
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であろう観念)は，私が誤りであると思うものである。そのような契約を結ぶことの主な結果
は，その期間のその価格がおおむねf:1Oより高い場合よりも利i聞を大きくしその側格がお
おむねf:1Oより低い場合よりも利潤を小さくすることである。しかしながら， I機会」費用は，
そのような場合，公開市場における価格変動とともに変動し続けるであろう (5)。企業の資源が
最もうまく使われるよう取り計らうことに関心がある人々の警戒は，そのような契約の存在を
理由に緩められではならない。私が思うに，これは数字を使った例によって，完全に明確にな
るであろう。我々がトンあたりf:1Oで原材料を供給される長期契約を結んだと仮定していた会
杜の方針を再び考えてみよう。原材料の市場価格はトンあたりf:18であり，販売費用がトンあ
たりf:1であると仮定しよう。原材料1トンの販売からの受取額は，トンあたりf:17であろう。
ここで， f: 150の回避可能費用を伴い，原材料10トンも必要となる契約が提示されている
と仮定しよう。原材料の費用をトンあたりf:1O-実際に原材料に対して支払われた額一ーで
計算するならば，回避可能費用の総計はf:250になるであろう。その仕事に対して提示される
価格はf:300であると仮定しよう。この計算に基づくと，その関係するビジネスはこの契約を
実行することからf:50の利潤を得るように思われるであろう。他方で，もし計算が原材料費
用の基礎としてトンあたりf:17を使って行われたら，回避可能費用の総計はf:320になったで
あろう。すると，その仕事からの受取額は回避可能費用の総計を埋め合わせできなかったであ
ろうから，その仕事は採算がとれないように思われたであろう。私の見解は，この計算は正し
い結果を与えるし実際，その企業にとってはその契約を拒否する方が採算がとれるであろう
ということである。そうすることによってその企業はより良い状況にあったであろうというこ
とは，私が思うに，証明することができる。その仕事が実際に行われたら，受取額と支払額は
以下のようになるであろう
£ 
受取額....・H ・…H ・H ・.・H ・H ・H ・..・H ・.・H ・-…H ・H ・. 300 
労働，電力などに対する支払額…....・H ・...・H ・.. 150 
原材料に対する支払額…....・H ・...・H ・.…..・H ・.. 100 
支払額を差し引いた受取額….....・H ・-…..・H ・-…・・f:50
もしその契約が実行されず，原材料が販売されたならば，受取額と支払額の数字は次のよ
(5 ) 賀川における変動の絶対値は，販売経費が不変であると仮定すれば，同一になるであろう。しか
しこの場合.r機会J~!l用は価格から販売経費を減じた 1II'iに等しいため，費用における変動のパー
センテー ジ、は仙i絡における変動のパーセンテージよりも大きくなるであろう。
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うになるであろう
£ 
原材料の販売からの受取額・……...・ H ・.・ H ・.・ H ・. 170 
原材料に対する支払額……...・ H ・.・ H ・.・ H ・..・ H ・. 100 
支払額を差し百|いた受取額...・ H ・.…..・ H ・.・ H ・-… E70
留意すべきことは，原材料に対するEI00の支払いは， どのような意思決定が行われでも同
ーのままであろうから，計算にこの金額を含める必要はまったくないということである。
私が思うにあまり強調する必要がない点だが，先に論じた原材料価格の原価計算方法は，原
材料の「機会」費用を与えない。大部分の方法一一たとえば，最も古い在庫の価格を使うか，
在庫の原材料に支払われた平均価格を使う方法 は，過去の支払額あるいは過去に合意され
た支払額によって確定される。我々が見てきたように，原材料に支払った価格，あるいは，支
払った価格に基づく計算から導き出された数字が，原材料を使用することの「機会」費用を与
えるであろうと考える理由はまったくない。原材料が市場価格で計算される方法一一それは費
用計算は支払いと結びつけられなければならないという考えとの決別を合意する でさえ，
満足のいくものではない。一方で，それは購入した原材料を再販売することに伴う経費一一相
当に大きいかもしれない経費一ーを無視し他方で，それは何か他の仕事のために使われた場
合の原材料の価値を考慮に入れていなし、。私は，現代の原価計算方法が立派に役立つ目的はあ
まり多くないかもしれないと示唆したいのではない。この節における私の唯一の狙いは，これ
らの方法が「機会j費用を与えないし，回避可能費用の計算を可能にしないということを指摘
することである。そういうわけなので，現代の原価計算(少なくとも教科書において見られる
形の)によって採算のとれないラインを発見し取り除くことができるという主張はいかなるも
のでも誤りであるように思われる。回避可能費用を受取額と比較することによってのみ，特定
の活動の採算がとれるか否かを発見することができる。そしてこれは，私が理解するところで
は，現代の原価計算方法によっては行うことができない仕事である。
減価償却
この主題は扱うのが難しいものの 1つである一一これは「会計士のその主題に関する意見は
lつではないし，彼らは皆，満足のいく説明ができるようにもなっていないJ(6)と述べたハット
( 6 ) H.R. Hatfield.“What they say about Depreciation." The Accounting Review. March. 1936. 
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フィールド教授によって与えられた理由からだけでもそうである。しかしながら，私は減1ilift
却の厳密な定義を提示することを提案するわけではなく，次のように述べて満足するしこれ
については疑う余地がほとんどないと信じているーーすなわち，減価償却の問題は資産の価値
が下落するかもしれないという事実から生じるということである。私が理解するところでは，
その主題に関する会計の文献の多くは， 2つの観点のうちいずれかlつから減価償却を考察し
ている。第lの観点は，利潤を測定するための評価の問題に関わっており，第2の観点は，資
本を「無傷のままJ(“maintained intact")にするために必要な再投資額の確定に関わっている。
しかしながら，これらは財務および投資の方針の問題であり，私が思うに，普通のビジネス上
の意思決定に関心がある人々によって考えられる必要はない。
「機会」費用の観念が吟味されている時に減価償却が考慮されなければならない理由は，あ
る資産の価値が時にはそれが付される用途によって影響されるということである。この段階
で，私が「ある資産の価値」という表現に付け加える意味にいくらか言及する必要がある。私
はこの表現によって，その資産の所有から得られるであろうと見積もられる純受取額の現在価
値を意味する。もしある資産が現在使われる方法によって将来の受取額および/または支払
額が変更されるかもしれないならば，私の意味での資産価値がそれが使われる方法にある程度
まで依存することは明らかである。私が考慮に入れたいのはこの事実である。もしある資産
の価値が，この表現が会計士によって使われる場合のように，将来の支払額と受取額にまった
く関連がなく，何らかの機械的ルールの適用によって減じられたその資産の原始原価に等しい
ならば，その価値における変化は私が吟味している費用とは明らかに何の関連もない。留意す
べきことは，たとえある資産の価値が私が示唆した仕方で計算されたとしても，ある特定の仕
事を引き受けるか否かを決める時に関係するのは，それらの使用から生じる価値の変化だけだ
ということである。もしある機械が使われなければ，その価値がf:lOOからf:80に下落し，も
しそれが使われれば，その価値がf:lOOからf:75に下落すると想定しよう。この場合，減価
一一使用を通じたーーはf:5であり 我々が減価を「機会」費用として論じている時に関心が
あるのはこの数字である。私が「使用を通じた減価J(“depreciation through use")と呼んだ
ものを，ケインズ氏((J.M.J Keynes)は使用者費用と呼んでいる(7)。
ここで我々の問題に戻ろう。ある機械を使うか使わないかの間の選択，あるいは，ある機械
をある目的で使うか別の目的で使うかの聞の選択は，そのような使用が将来の支払額と受取額
に対しでもつ効果によって影響されるであろう。将来の受取額と支払額の現在価値を利子率に
( 7 ) The General Theory 01 EmpLoyment， Interest and Money， p.53 C血野谷祐一訳rJI[JI卜利子お
よび貨幣の一般理論J東洋経済新報社， 1983年.51:mを見よ。
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よって割引くことにより計算することができるω。我々が考えている費用は，使用から生じる
資産の現在価値における変化によって測定される。この費用の例は容易に見つけられる。ある
機械がそれを遊休にしておく代わりに現在使われるならば，その耐用期間はたぶん短縮される
であろう。これは，その耐用期間の終わりに得られたであろう利潤がもはや受け取られないで
あろうということを意味する。ある機械の現在の使用によるこの将来の利潤の喪失こそが，そ
の機械を使用することの費用であり，これは考慮に入れられなければならない。同様に，ある
機械の使用の増加は将来の維持費用が高くなることを合意するかもしれないしあるいは，そ
の機械をそれが役立つたはずの目的に適さないものにしかくて，それが用いられる仕事に関
する費用を引き上げ，なおかつ/あるいは，受取額を引き下げるかもしれない。これらが使川
を通じた減価の例である。この費用が将来の見積もりに依存することは明確である。しかしな
がら，将来は不確実であるため この要素に対してなされるであろう考慮は，ビジネスマンの
リスク負担に対する態度に部分的に依存するであろう。それはある程度まで主観的要素に依存
するであろうが，使用を通じた減価は「機会」費用を計算する中で考慮に入れられねばならな
くなる費用である。
1つの例によって，私が「使用を通じた減価Jと呼び，他の人々が「使用者費用J(user 
cost) と呼んだものの重要性を示すように努めよう。多くの工業会社の場合，使用を通じた減
価はほとんど重要でないかもしれないが，鉱業会社や似たような性格の資産をもっ他の会社に
ついて同じことを言うことはできない。これはベイシュ氏 (F.W. Paish)によって「金供給に
おける変化の要因jに関する記事の中で極めて明確に導き出されている。彼は次のように述べ
ている (9) 
「たいていの種類の生産では，我々は，耐周期間が利用の度合いによってあまり変化しな
い一定の固定設備に可変的要素一一原材料を含むーーを充当する最適な率の問題を考えな
( 8) 割引のために用いる利子率は極めて明確である。しかしながら，この過程が通常，割引として知ら
れていることは不速なことかもしれない。問題は，利潤の状況を変化させずに支払いまたは受取りの
日付を移すことである。これを行えるのは，それによって受け取れる利子または支払いを回避できる
利子を減じる場合(受取りが前倒しされるか，支払いが先延ばしされた時)か，あるいは，あきらめ
なければならない利子または負わざるをえない利子支払いを増やす場合(支払いが前倒しされるか，
受取りが先延ばしされる時)である。利子の加減一一割引ーーは，かくて支払いまたは受取りの時間
を通じた移動が得られる利潤を変化させないよう保証する手段にすぎない。受取りと支払いをある与
えられた日付における価値に変換することによって，それらを合計し比較することができるようにな
る。それは単に利潤の状況に影響を与えることなく時間要素を排除する方法にすぎず，割引過程の機
械的性質がこの事実を時折隠してきたのではないかということが懸念される。
( 9 ) Economica. November. 1938. p.384. 
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ければならない。言い換えると，限界費用一使用者費用からなるーーの割合は相対的に
小さいし，使用者費用の見積額の相当な違いでさえ，総限界費用と操業度に対してほとん
ど影響を持たないで、あろう。しかしながら，鉱山の場合には，その状況は正反対である。
操業度一ーしたがって，耐用期間の長さーーが，その利用に充当される固定資本と他の資
源の量に応じてほほ無限に可変的であるような所与の原材料の在庫がある。この場合.1 
トンの鉱石が採掘されることは，その度に何らかの将来の日付に採掘される鉱石が1トン
少なくなることを意味するし，鉱床が価値のあるもの一一採掘の費用を上回る大きな利潤
を示すと期待されるーーならば，限界費用のうちのより大きな割合が鉱床の使用者費用で
あるかもしれない」。
ペイシュ氏が導き出す事実，すなわち，鉱山の場合，産出量の増加は将来の受取額を減少させ
るであろうということは，産出の方針が考えられている時に考慮に入れられなければならな
い。数値例はいくらか単純化しなければならないものが，議論を明確にするかもしれない。所
与の鉱山から生産される産出量を考えていると仮定しよう。設けられるであろう 1つの仮定は，
今年の生産が1トン追加されるごとに.10年目に生産されうる産出量が1トンずつ減るとい
うことである。 10年目の生産からの純受取額はその年の終わりに生じる。また，行われる見
積もりが確実なものとみなされるということも仮定しよう。限界費用は追加1トンの費用，限
界受取額は追加 1トンの販売からの受取額であるとみなされてよい。
10年目の費用と受取額
産出量 限界費用 限界受取額 限界純受取額
(トン) £ £ £ 
197 100 250 150 
198 140 250 110 
199 160 250 90 
200 200 250 50 
1年目の費用と受取額
産出ftl: 限界費用 限界受取額
(トン) (使用者費用を除く)
£ £ 
197 80 250 
198 100 250 
199 140 250 
200 180 250 
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今年 196トンではなく 197トンを生産することは.10年目に 200トンではなく 199トンし
か生産できないということを意味すると仮定しよう。同様に，今年 197トンではなく 198トン
を生産することは.10年目に 199トンは生産できず 198トンのみ生産できるということを意
味し産出量の他の変化についても同様であると仮定しよう。もし 196トンではなく 197トン
が生産されるならば.10年間の終わりに受け取られたであろうf:50はもはや得られないであ
ろう。もし今年197トンではなく 198トンが生産されるならば.10年目の終わりに手に入っ
たであろうf:90はもはやそうならないであろう。もし割引のために使わなければならない利
子率が1年につき 5パーセントであると仮定するならば，使用者費用はこれらの場合. 111~ に
つき 5パーセントで 10年間の場合のf:50とf:90の現在価値である。 1年目の費用と受取制の
状況は，使用を通じた減価または使用者費用を含めて再び提示されてもよかろう。
1年目の費用と受取額
il出量 限界費用 使用者費用 総限界費用 限界受取額
(トン) (使用者費用を除く)
£ £ £ £ 
197 80 31 III 250 
198 100 54 154 250 
199 140 68 208 250 
200 180 92 272 250 
最後の表を見ることによって. 199トンよりも大きな産出量を生産することは採算がとれな
いであろうということが分かるーーなぜなら，より大きな産出量に対する限界費用(使用者費
用を含む)は限界受取額よりも大きいからである。もし使用を通じた減価が無視されたならば，
あたかも少なくとも 200トンの産出量では採算がとれたように思われたであろう。しかし使
用を通じた減価を無視することは，産出量の変化が将来の受取額に及ぼす影響を無視すること
を意味するであろう。もしその産出量が生産されなければ，一定の他の受取額が一一将来にお
いてではあるが一一生じるであろうから，使用を通じた減価は「機会J費用の一部である。こ
れらの受取が将来において生じるという事実は，異なる時点の受取額の比較を伴う。この困難
を克服できる方法は，これらの将来の受取額の現在価値を割引によって計算することである
ーーもっとも，このことはその過程をあまりにも機械的に見えるようにしこの過程が重要な
結果を生み出す理由を唆昧にするのだが。さらに別の点がある。将来の受取額と利子率の見積
もりは確実には行われえないため，紙上で行えることは 将来についてのさまざまな仮定群が
実現された場合に，使用を通じた減価がどうなるかについてのさまざまな見積もりをビジネス
マンの参考のために提示することだけである。そうすると，ビジネスマンが行う実際の選択は，
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ある程度まで主観的要因に依存するであろう。
資本の利子
資本の利子を費用の計算に含めるか否かという問題は，原価計算で最も論争的なものの lつ
である。しかしながら，その通常のアプローチの方法は，いくぶん奇妙なものである。その問
題を直接的に扱う代わりに，原価計算に関する著者らは，通例，利子を費用とみなすことの有
利な点と不利な点をリストにして，それから有利な点が不利な点を上回るか否かに関する彼ら
自身の意見を述べる。その結果，いくつかのまったく別の問題が同時に論じられている。利子
が費用か否かという問題だけでなく，それが容易に計算されうるか否かという問題，あるいは，
たとえそれが計算されるとしても，思い悩むに値するほど重要か否かという問題もある。かく
て，それが費用であるか否かに関する議論を経ずに，資本の利子は費用勘定に含められるべき
でないという結論に至ることが可能である。その結論に至るかもしれない理由は，たとえば，
たとえそれが費用であるとしても，それを計算することはあまりにも複雑な問題であろうと著
者が考えるということである。このようにして，主要な問題が回避される。この手続きはたぶ
んこれらの著者が考えている目的にとっては極めて適当で、あるが，それは不運で、あるように思
われるーーなぜなら，利子が費用であるか否かという根本的問題に集中していれば，現代の原
価計算が開示することを目指す「実際原価J(“actual cost")の特徴が示されていたであろう
からである。
より根本的な問題の考察へと進む前に，原価計算に関する多くの著者に彼らの計算から利子
を除くことを決心させた技術的問題を考慮しなければならない。第一に，もし利子が含まれる
べきだとしても，複式簿記によって提供される枠組みの内部でそれを行うことは可能にならな
いであろうという意見がある。これは，私の理解が正しければ，ビッグ氏 (W.W.Bigg)の見
解である。彼は次のように述べている一一
「……費用勘定が，ただそれにより得られる結果を複雑にしがちであるだけの大量の計算
で邪魔されるべき理由はまったくない。利子を含めることの結果は，費用勘定とはまった
く別の統計諸表を用意することによって，最小限の困難で確かめられるかもしれず，その
ような諸表から経済的価格を確定するために必要な情報を得ることができる。費用勘定の
中に利子を含めることに対する異議の大多数は，この取り扱いには当てはまらないJ(lO)。
(10) W. W. Bigg， Cost Accounts (1932)， pp.84-85. IiJ織の点は Wheldon，Cost Accounting and Cos. 
ting Methods， pp. 128-129の中で指摘されている。
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複式簿記に限界があるということはもっともだが，複式簿記がある特定の問題を扱うことがで
きないため，それが会計士の関心事ではないと論じること一一そして，ビッグ氏はそう論じな
いのだがーーはまったく別の問題であるように思われる。これがそうであると主張する者もい
るかもしれないが，会計士が統計分析の特定のー技法を使うように制約されるべき明白な理由
はまったくないように思われる。我々が論じている問題は，たとえ現代の費用勘定の制約内で
解決されえないとしても，会計士にとっていまだに興味のある問題かもしれないということに
なる。会計士の能力が複式簿記の制限を超えてどの程度広がるかという問題は，もちろん，原
価計算の将来に関するエドワーズ氏(R.S. Edwards)の見解が受け容れられれば，より幅広
い合意を伴う問題であり (11) 会計士の注意深い留意に値するように思われるであろう。
利子を費用として含めることに対する副次的な異議 それは我々が論じたばかりの点に関
連しているように思われるがーーは，費用勘定は実際の貨幣支払いを扱うべきだということで
ある。もちろん，費用勘定が事実上，実際の貨幣支払いのみを扱うということは正しいかもし
れない。採用される特定の技法が，利子を含められるようにするためのいかなる修正もできな
いということさえ，正しいかもしれない。それが確定しないことは，利子が費用であるか否か
ということである。資本の利子を(これがそのビジネスの外側の誰かに支払われるのでない場
合に)含めるということは，在庫の評価において利潤を予期することを意味するであろうとも
言われている。しかしながら，在庫の評価のために採用される手続きが，我々が検討している
問題に与えられる答えに何らかの仕方で依存する理由はまったくないように思われる (2)。
利子を費用計算に含めることを支持するために使われる議論は，かなり単万直入である。資
本が労働と同程度に生産要素であるということ，労働費用が含められるならば資本の利子も含
められるべきであるということが指摘されている。利子を考慮に入れずに生産において機械で
労働を代替するか否かを決めることは明らかに分別がないで、あろう。ビッグ氏の本の中で述べ
られているように
「もしある機械の購入に.f2，OOOが費やされたならば，その耐用期間の l年目には，費やさ
れた貨幣に関する利子が失われるという観点からして， 5パーセントでnooの費用がか
(11) エドワー ズ氏は， Iもし原価計算の将来が主に限界的な変動の統計的吟味にあるならば，それが
複式簿記の枠組みに適合されうるか否かは疑わしいかもしれないjと述べている(“TheRationale 
of Cost Accounting，" in Some Modern Business Problems， edited by Prof. Sir Arnold Plant and 
published by Longmans Green & Co. Ltd. London. 1937)。
(12) この見解は，メイ氏 (GeorgeO. May)によって彼の論文“Improvementsin Financial Accounts-1，" 
The Accuntant. April 30. 1938. p.594の中で詳細に述べられているのが見つかるであろう。
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かるということが思い出されなければならない……j(3)。
同様に，異なる活動の採算性が比較されている場合，一部の仕事がより多くの資本設備を必要
とするか，あるいは，より長い時間がかかり，仕掛品でより多くの貨幣を拘束するという事実
を考慮に入れなければ，非常に誤った結果に至るであろうという議論が用いられる。文献の中
にこれらの見解に対する反論を見つけることは難しい。
「賃金が労働の報酬であるのと同程度に利子が資本の報酬であるということは，経済学の
ことであり，原価計算のことではないJ
「借入資本に対して支払われる利子を含めることは単に受け容れられない一ーなぜなら，
それはそのビジネスに投資されたすべての資本と同様に製造と関係がないからである。ど
ちらの場合の利子も，財務の問題であって製造の問題ではないj(14) 
これらのような主張は，ほとんど真剣に受け取られるべきではない。しかしながら，これらの
議論に対するいくらか本質的な答えがlつある。それはサンダ}ズ教授 (T.H. Sanders)の「コ
ントロールのための原価計算j(“Cost Accounting for Contro!")の中に見られる。彼が言うに
は，利子は
「実際には費用ではなく，あきらめられた機会にすぎない。ひとたびある特定の産業のた
めの建物と設備に投資された資本は もはや他のところに自由に投資することはできな
し、」。
資本設備の実際の購入を伴うある特定の契約を引き受けるか否かを考えているならば，費やさ
れる額に対する利子が費用として数えられるであろうということは，ほとんど疑いの余地がな
いように思われる。しかしながら，ひとたびその機械設備が設置されると，サンダーズ教授の
異議が当てはまる。第一に，機械設備によって与えられる純受取額は，その設備の中古価値に
よって表される貨幣額からその販売費用を差し引いた額に対して得られたであろう利子よりも
大きく見積もられなければならない。しかしその機械設備が販売されないことが決定される
と，この要素はある特-定の仕事のためにその設備を使うことの費用が計算される時にまったく
(13) 前掲書.p.82。
(14) どちらも Wheldon.Cost Accounting and Cost Methods. p. 128に見られる。
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関連性がない。また，機械設備の原始原価に対する利子についてのいかなる考慮も関連性がな
い。考慮される必要があるのは，その機械が何らかの他の仕事で用いられた場合に得られたで
あろう代替的な純受取額だけである。その設備を使用できる他の仕事がまったくなければ，そ
の機械を使うことの費用は(もし使用を通じた減価を除くならば)ゼロになるであろう。した
がって，資本の使用について何らかの考慮がなされるべきか否かを述べることはできない一一
これは事の実際に依存する。しかしながら，この費用について資本の利子として話すことはい
くぶん誤解を招くことである。それは単に，考慮中の特定の仕事が引き受けられなかった場合
に得られる最も高い代替的な純受取額である。費用計算に資本の利子を含める場合に採用する
資本の価値と利子率をどのように確定するかという問題は回避される。同様に，設備の購入に
費やされた貨幣が，債務証書の発行によって得られたものか，それともそのビジネス自体によ
ってもたらされた貨幣かということは，我々の問題にとってまったく重要で、ない事柄であるこ
とが示される。これもまた明らかなことだが，資本の利子が考慮される場合，たとえば商業組
合の統一原価計算制度において，資本を使うことの「機会」費用が得られるということは披も
ありそうもない。
私は.この論文の前の方で.3つの費用項目である原材料，減価，資本の利子を考えること
によって.r機会」費用概念を説明するつもりだと述べた。在庫の原材料を使うことの「機会J
費用は，販売された場合の価格から販売費用を減じた額か，あるいは，もしその原材料が何ら
かの他の仕事で使われれば回避されるであろう経費のいずれかであることが分かつた。「機会」
費用とみなされる減価は，使用を通じた減価，あるいは，使用を通じて将来失われる利潤の現
在価値であるとみなすことができる。資本の利子は，もしそれが「機会J費用として解釈され
るならば，機械設備の使用によって得られる代替的な純受取額とみなされなければならない。
意思決定との関連における費用
この論文の中で論じられてきたビジネス問題へのアプローチの本質は，その意思決定との緊
密な関係を強調することによって，最も明確に示されるであろう。「回避可能費用」という用
語の意味を論じることはできるが，どの費用が回避可能であるかということと，それらの実際
の測定は，特定の意思決定に関連してのみ確定されうる。この理由により，私は費用を「固
定」費用(“fixed"costs)と「可変」費用(“variable"costs)に分ける費用の分類一ーたとえば，
減価，資本の利子，最高経営責任者の給与が固定費用とみなされ，賃金と原材料の費用が可変
費用とみなされるーーが嫌いである。固定費用と可変費用について話す代わりに，間接費用と
主要費用という用語を使う著者もいれば，間接費用と直接費用を区別する著者もいる。そのよ
うな厳格な分類を用いることの難しさは，ある特定の費用の範曙が変化するか否かが行われて
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いる意思決定にもっぱら依存するということである。ある特定の部門を拡大することの影響が
考慮されている場合，可変的であると判明する費用は，ある新製品の導入が熟考されている場-
合に変化する費用とはまったく異なるものになりそうである。したがって，最善であるように
思われるのは，費用を「固定」と「可変Jの分類へと分離するいかなる試みもせずに，ある特
定の活動方針がとられたらどの費用が回避可能であろうか，あるいは，問題を逆から見て，そ
の活動が行われたらどのような追加的費用が課されるであろうかをただ発見しようと試みるこ
とである。もちろん，受取額にも同じ手続きは当てはまる。
このように費用分析を特定の意思決定に結びつけると，費用のいかなる機械的な分類もほぼ
不可能になる。ある意思決定にとって重要な変化をもっ費用は 他の意思決定にとってはまっ
たく重要ではないであろう。数え切れないほどの意思決定があり，各々が異なる分類を必要と
するかもしれない。実際，この困難は現代の原価計算においてあまり明白で、はなかったーーそ
の部分的な理由は，その機能が過去の「実際原価」をこの数字の用途を参照することなく確認
することだとみなされていたからであるが それはまた，これらの結果がビジネス上の意思決
定に関連性をもっと考えられる限りにおいて，原価計算士が考えていたのは意思決定のある特
定の集合だ、ったからでもある。提示された数字は産出量の変化に関連している意思決定におい
て，あるいは，ある特定の契約を承諾するかそれとも部門を閉鎖するかの意思決定において，
役立つと考えられていたように思われる。他の意思決定は一ーまた，ひょっとするとこれらの
意思決定さえもーーその意思決定の基礎となる情報を提供するための特殊な調査を必要とする
であろう。どのような情報が収集されるべきか，それがどの程度まで定期的に提示されるべき
か，それがどの程度まである特殊な調査の一部とし収集されるべきかという問題は，明らかに
重要な実際的論点であるが，それについて原価計算の教科書で、はほとんど何も学ぶことができ
ない。
限界費用
もし我々が原価計算に関する著者らの言うことから判断するならば，費用勘定で開示されて
いる数字が最も重要であるビジネス上の意思決定は，生産される産出量に関連するものであ
る。もちろん，現代の原価管理が回避可能費用の計算に関わらないということは，それに対す
る一般的な批判である。しかしながら，情報が産出量を確定するために用意される場合，与え
られる数字は限界費用よりも平均費用に関連するので，さらなる批判が付け加えられねばなら
ない。私は限界費用を追加ー単位の産出の回避可能費用と定義する。最大の利i聞を生み出す産
出量が選ばれるには，限界費用を見積もるためにいくらかの試みがなされなければならない。
限界費用概念の使用の lつの例として，炭鉱を所有しており，自社の鉱山でどのくらいを生産
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するかを確定しなければならない電力供給事業の場合を検討してもよかろう。この事業にとっ
て最も採算がとれる方針は，回避可能費用の総計が埋め合わされ，限界費用が公開市場で石炭
を購入することの費用よりも大きくない限り，自社の鉱山で石炭を生産するということであろ
う。その経営者が絶えず問い続けなければならない2つの問題があるように思われる。第一に，
何も生産しないことによって節約されるであろう経費(回避可能費用)が，同ーの数量に対し
て支払わなければならないであろう額よりも大きいか小さいかを考えなければならない。他方
の問題は，もう I単位を生産することの費用が，それを購入することの経費よりも大きいか小
さいかということである。もしそれが小さければ，その鉱山からの生産を増加させても採算が
とれるであろうしもしそれが大きければ，生産を縮小すれば採算がとれるかもしれない。 l
つの例を提供するために，以下に費用の表を与える。
産出の規模 回避可能費用の総計 限界費用
(トン) (追加100トンの回避可能費用)
£ £ 
1000 674 113 
1100 799 125 
1200 946 147 
1300 1115 169 
もし 100トンロットの価格が.f:150ならば，表中に示されたすべての額について，回避可能費
用の総計がこれらの数量を公開市場で購入する際に伴われる経費よりも少ないことは明らかで
ある。他方. 1，200トンよりも多く生産することは採算がとれないであろうーーなぜなら， もし
1，300トンが生産されれば，追加の 100トンがそのビジネスに.f:169の追加的経費を伴わせた
であろうが，閉じ数量は公開市場で購入することにより.f:150で得られたであろうからである。
この限界費用の表は，その事業の自社の鉱山から追加単位の産出物を生産することの費用を
示しており.I生産の経済的な水準J(“economical level of production")が達成されるべきな
らば，これが石炭を購入することの費用と比較されなければならないことは明らかであるよう
に思われる。しかしながら，もし限界費用が私の表のように規則的に動かず，産出量の増大と
ともに上昇した後に下降し始めそれから再び上昇し始めるならば，真の困難が生じる。そのよ
うな場合，私が提示したルールを機械的に適用すると，利潤が最大となる産出量がいくつか存
在することが示唆されるであろう。このような場合，これらの産出量からその事業にとって最
も採算がとれる産出量を選び出す必要がある。限界費用がこの特徴をもっ lつの事例を考えて
みよう。炭鉱の費用の数字が，次表のようになっていたと仮定する。
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産出五k 回避可能~J!月jの総計 限界的別
(トン) (追加100トンの岡避可能費用)
£ £ 
100 50 50 
200 146 96 
300 256 110 
400 400 144 
500 560 160 
600 760 200 
700 935 175 
800 1075 140 
900 1175 100 
1000 1255 80 
1100 1375 120 
1200 1550 175 
1300 1800 250 
1400 2100 300 
1500 2300 200 
1600 2420 120 
1700 2560 140 
1800 2780 220 
石炭の消費は1，800トンと見積もられていると仮定しでもよかろう。もし石炭の価格が100ト
ンロットあたりf:150ならば，その鉱山では必要な 1，800トンのうちどのくらいが生産される
であろうか。それは400トンまたは1，100トンまたは 1，700トンのいずれかであるように思わ
れるであろう。産出量が400トンから1.100に増えると，回避可能費用の総計はf:400から£
1，375に上昇する。したがって，追加の 700トンはf:975の費用がかかるであろう。公開市場
でこの量を 100トンロットあたりf:150の価格で購入すると， f: 1，050の費用がかかるであろう。
したがって，その事業にとっては， 400トンではなく1，100トンを生産する方が採算がとれる。
しかしながら， もし1，100トンではなく 1，700トンが生産されると，回避可能費用の総計は£
1，185だけ捕えるであろう。公開市場で600トンを購入するにはf:900の費用がかかるであろう。
言及した 3つの産出世のうち， 1，100トンを生産することが最も採算がとれるであろうという
ことになる。
示唆されるかもしれないのは，その事業にとっては平均費用が最小になる産出世を生産する
ことが望ましいであろうということである。しかしながら，もし公開市場で追加単位の産出物
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を購入することの費用が，これらの単位をその事業の自社の鉱山から生産することの費用より
も大きければ，平均費用に何が起ころうとも，生産の拡張は採算がとれるであろうということ
は明らかであるように思われる。
強調に値するのは，限界費用の概念は産出量に関連する意思決定が考慮されている場合にの
み採用されうるけれども，回避可能費用の観念は普遍的に適用できるということである。
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